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・医療制度改革の概要について   



良質な医療を提供する体制の確立を図るための  

医療法等の一部を改正する法律の概要   





健康保険法等の一部を改正する法律の骨子  

医療保険制度について、国民皆保険を堅持し、将来にわたり持続可能なものとしていくため、「医療制度改革大綱」（平成17年12月1日  

政府・与党医療改革協議会決定）に沿って、‘医療費適正化の総合的な推進、新たな高齢者医療制度の創設、保険者の再編・統合等所要の措  

置を講ずる。  

1 医療費適正化の総合的な推進  
（1）医療費適正化計画の策定   

○ 生活習慣病対策や長期入院の是正など中長期的な医療費適正化のため、国が示す基本方針に即し、国及び都道府県が計画（計画期間5  

年）を策定【平成20年4月】   

（2）保険者に対する一定の予防健診等の義務付け   

○ 医療保険者に対し、40歳以上の被保険者等を対象とする糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導の実施を義務付け【平成20年  

4月】   

（3）保険給付の内容・範囲の見直し等   

○ 現役並みの所得がある高齢者の患者負担を2割から3割に弓lき上げ【平成18年10月】   

○ 療責病床に入院する高齢者の食費・居住費の負担を見直し【平成18年10月】   
○ 傷病手当金・出産手当金の支給率等を見直し【平成19年4月】   
0 70歳から74歳までの高齢者の患者負担を1割から2割に引き上げ【平成20年4月】   
○ 乳幼児に対する患者負担軽減（2割負担）の対象年齢を3歳未満から義務教育就学前まで拡大【平成20年4月】   

（4）介護療養型医療施設の廃止【平成24年4月】  

2 新たな高齢者医療制度の創設  
（1）後期高齢者医療制度の創設【平成20年4月】   

0 75歳以上の後期高齢者の保険料（1割）、現役世代（国保・被用者保険）からの支援（約4割）及び公費（約5割）を財源とする新た  
な医療制度を創設   

○ 保険料徴収は市町村が行い、財政運営は都道府県単位で全市町村が加入する広域連合が実施   
○ 高額医療費についての財政支援、保険料未納等に対する貸付・交付など、国・都道府県による財政安定化措置を実施   



（2）前期高齢者の医療費に係る財政調整制度の創設【平成20年4月】   
0 65歳から74歳までの前期高齢者の給付費及び前期高齢者に係る後期高齢者支援金について、国保及び被用者保険の加入者数に応じ  

て負担する財政調整を実施   
○ 退職者医療制度について、平成26年度までの問における65歳末満の退職者を対象として、現行制度を経過措置として存続  

3 保険者の再編・統合  
（1）国保の財政基盤強化  

○ 国保財政基盤弓垂イヒ策（高額医療費共同事業等）の継続【公布日（平成18年4月から適用）】  
○ 保険財政共同安定化事業の創設【平成18年10月】   

（2）政管健保の公法人化【平成20年10月】  
○ 健保組合の組合員以外の被保険者の保険を管掌する全国健康保険協会を設立  
○ 都道府県ごとに、地域の医療費を反映した保険料率を設定  
○ 適用及び保険料徴収事務は、年金新組織において実施   

（3）地域型健保組合【平成18年10月】  

○ 同一都道府県内における統合を促進するため、統合後の組合（地域型健保組合）について、経過措置として、保険料率の不均一設定を  
認める  

4 その他  
○ 保険診療と保険外診療との併用について、将来的な保険導入のための評価を行うかどうかの観点から再構成【平成18年10月】  

○ 中医協の委員構成の見直し、団体推薦規定の廃止等所要の見直しを実施【平成19年3月】  等  

（注）【】内は施行期日   



良質な医療を提供する体制の確立を図るため  

の医療法等の一部を改正する法律について   

政府・与党医療改革協議会により、平成17年12月1日に取りまとめられた「医療制度改革大  
綱」に沿って、国民の医療に対する安心・信頼を確保し、質の高い医療サービスが適切に受けられ  
る体制を構築するため、患者等への医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し等を通じ  
た医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科による医師不足問題への対応等の措置を講ずる。   



・■  

i良質な愚を離する㈱の敵を図るための医艇等の一部を粧する法律の概要   


